





















































一層制(アメリカの場合、Board of directors は業務執行の意思決定および監督機関であり、ＣＥＯ
をトップとする Executive officers は業務執行機関である。また、イギリスの場合も、Board of













































































































Audit Nominating Compensation Finance Pub Policy Executive Other
GM 14/16(14) 54 6( ) 7(5) 6( ) 5( ) 6( ) 6( ) 6( )
GE 10/14(9) 26 5(4) 5(3) 5(9)
Merck 12/13(9) 27 5(3) 5(3) 5(4) 5(0) 6(4)
IBM 9/11(10) 24 4(4) 3(4) 3(5) 4(0)
AT&T 8/10(15) 24 5(5) 4(3) 5(6) * *
Du Pont 9/13(6+1) 22 4(3) 3( ) 4(4) 5(3) 5(3)
Citicorp 10/14(11) 109(24) 5(5) 5(1) 5(6) 7( ) 4( ) 7( )
Int.Paper 12/14(11+1) 51 5(4) 5(2) 6(6) 6(4) *
P&G 13/17(9) 36 7(3) 8(4) 5(6) 6(3) 8(3) 6(1)
W-Mart 9/13(4+T) 42 3(2) 4(3) 3(1) 4(0) 3(4)
Exxon 7/10(9) 20 6(3) 4(2) 4(5) 4(1+④) 6(3) 5(0) 5(3)
E.Kodak 10/11(9) 49 3(4) 3(1+ a ) 4(4) 3(8) 3(2)
（注）’97年総会委任状参考書類による。ただし、Officers については“Corporate Yellow Book, Spring 1997”
によった（収録外の Citicorp のみ、Annual Report, 1997の Country Corporate Officers（96）および同 State







会社名 取締役 代表 会長 副会長 社長 副社長 専務 常務 平取締役
トヨタ 55  9 1 1 1 6 6　　(2)  4( 1) 36(33) 相談役 1
日立 33  6 1 1 4 8　　(3)  8( 5) 11(10)
武田薬品 18  3 1 1 1 4　　(4) 11(11)
ＮＥＣ 38  5 1 1 3 8　　(1)  8 15( 6) 支配人14社外　 1
ＮＴＴ 36  6 1 1 4　　(3)  9( 9) 21(19) 相談役 2
旭化成 35  6 1 1 4　　(3) 4　　(4) 11(11) 14(12) 関連社長 1
東京三菱銀行 67 12 1 1 4 6 20( 6) 35(29) 関連社長・副社長　 5
新王子製紙 32  5 1 1 3 6　　(5)  5( 4) 16(15) 相談役 1
花王 26  5 1 3 2〔1,(1)〕  5( 5) 15(15)
ダイエー 22  3 1
社長兼
1 2〔1,(1)〕 4　　(4)  2( 2) 12(10)
日本石油 16  2 1 1  4 10( 9)




























































































































































































































































































 1)　この分類は、ホプト（Klaus J. Hopt）の見解に拠っている。つぎを参照されたい。
Klaus J. Hopt, The German Two-Tier Board: Experience, Theories, Reforms, in: Klaus J. Hopt, Hideki Kanda et al.











Editorial, Corporate Governance－the global state of the art, in: Corporate Governance, Vol.7 No.2, April 1999.
 2)　通産省編『総合経営力指標(製造業編)』『総合経営力指標(小売業編)』
つぎも参照されたい。
清水龍瑩『実証研究30年　日本型経営者と日本型経営』千倉書房、1998年、125ページ以下。
 3)　平田光弘「日本の取締役会：その法的・経営的分析」『一橋論叢』第114巻第５号、1995年11月、22－43
ページ。
 4)　社会経済生産性本部生産性研究所編『日本型コーポレート・ガバナンス構築に向けてのトップマネジメ
ント機能の課題』1998年６月。
 5)　経済同友会編『第12回企業白書』1996年５月。
 6)　日本コーポレート・ガヴァナンス・フォーラム　コーポレート・ガヴァナンス原則策定委員会編『コーポ
レート・ガヴァナンス原則：新しい日本型企業統治を考える(最終報告)』1998年５月。
 7)　日本コーポレート・ガバナンス・フォーラム　日本コーポレート・ガバナンス委員会編『改訂コーポレー
ト・ガバナンス原則』2001年10月。
 8)　通産省産業構造審議会総合部会新成長政策小委員会企業法制分科会報告書『21世紀の企業経営のための会
社法制の整備』2000年10月。
経営論集　第58号（2003年３月)178
 9)　経団連コーポレート・ガバナンス委員会「わが国公開会社におけるコーポレート・ガバナンスに関する論
点整理(中間報告)」2000年11月21日。
10)　経団連コーポレート・ガバナンス委員会「『わが国公開会社におけるコーポレート・ガバナンスに関する
論点整理（中間報告）』参考資料　コーポレート・ガバナンスに関する各社の取り組み」2000年11月21日。
11)　1999年当時の取締役会改革については、つぎを参照されたい。
藤田宏之・菅野宏哉「取締役会は変わったか」『日経ビジネス』1999年２月８日号、32ページ以下。
塩田宏之「執行役員制に３つのハードル」『日経ビジネス』1999年９月13日号、52ページ以下。
重竹尚基「“三位一体経営”から脱却を」『日経ビジネス』1999年９月13日号、55ページ以下。
牧野　洋「社外取締役の活用法」『日経ビジネス』1999年10月25日号、50ページ以下。
澤田泰志・本田桂子「社外取締役活用へ５つの提言」『日経ビジネス』1999年10月25日号、53ページ以下。
12)　原田晃治・始関正光ほか『会社法制の大幅な見直しに関する各界意見の分析―会社法の抜本改正に係る
「中間試案」に対する意見―』別冊商事法務　№244、2001年10月。
　　 経営法友会会社法問題研究会編『取締役ガイドブック〔新訂第五版〕』商事法務、2002年６月。
13)　つぎを参照されたい。
日本監査役協会監査制度委員会『米国の Audit Committee（監査委員会）と日本の監査役制度の比較』
2001年９年26日。
（2003年１月17日受理）
